
Ⅳ 提出書類の記載例について
（１）償却資産申告書の記載例

<１ 住所>
個人は住民票上の住所・法人
は本店の所在地を記入してくだ
さい。ビル名等方書きも記入し
てください。
※納税通知書の送付先が別に
ある場合はカッコ書きで記載し
てください。

<２ 氏名>
所有者が法人の場合は、 そ
の名称及び代表者の氏名を記
載し、屋号があれば記入してく
ださい。
（令和４年度より押印廃止）

6    1   16

<取得価額>
☆前年前に取得したもの（イ）
昨年までの申告に基づき、取
得価額を記載します。

☆前年中に減少したもの（ロ）
（イ）のうち、前年中に減少した
資産の取得価額を記載してくだ
さい。
※新規申告の方は、（ロ）につ
いては記入不要です。

☆前年中に取得したもの（ハ）
今回新たに申告していただく資
産の取得価額を記載してくださ
い。
※申告もれや、移動により受け
入れた資産については（ハ）に記
載してください。

やないしみなみまち
柳井市南町一丁目10番2号

0820-22-2111

やない機械

6 

やない たろう

柳井太郎 株式会社
代表取締役社長 柳井 太郎

提出年月日を記入します。

<４ 事業種目＞
事業種目を具体的に記入してください。

また、法人にあっては、資本金出資金

の金額も記入してください。

<３ 個人番号又は法人番号>
個人の方は12桁の個人番号を、法人は
13桁の法人番号を右詰めで記入してくだ
さい。

<５ 事業開始年月> 
個人の場合は事業開始年月を、法
人の場合は設立年月を記入してくださ

<６ この申告に応答する者の係及び氏名>
申告書の内容についての問い合わせ先を記入してください。

<７ 税理士等の氏名>
経理を委託している税理士等の氏名及び電話番号を記入してくだ
さい。

<８～１４ 短縮耐用年数の
承認等>
該当する方を○で囲んでく
ださい。

<１５ 市内における事業
所等資産の所在地> 
柳井市内における事業所等
資産の所在地（例、太陽光発
電設備設置場所）をすべて記
入してください。

<１６ 借用資産> 
家屋を除く借用資産（リース
資産、レンタル資産）がある場
合、貸主の名称、住所等を記
載してください。

精密機械製造業

１０００

平成２ ４
経理課 昭和 花子

0820－××ー××××
平成税理士事務所 令和 次郎

0820－××ー××××

<１７ 事業所用家屋の所
有区分> 
該当する方を○で囲みくだ
さい。
事業所用家屋がある場合、

<１５> 欄の該当番号を記載し
てください。

柳井市南町1丁目１０－２

（株）柳井二郎リース
柳井市南町1丁目１０－１

① <１８ 備考>
次のような事項を記入してく
ださい。
◎該当資産がなければ、「資
産なし」と記入してください。
◎種類別明細書（増加資産・
全資産用）、課税標準の特例
適用資産、減免該当資産、耐
用年数の短縮等を適用した資
産を所有している場合等は添
付書類名称を記入してください。
◎償却資産を共有されてい
る場合は、所有者全員の住所、
氏名。
◎その他、この申告に必要な
事項及び償却資産の評価につ
いて参考になる事項

電算処理方式により申告される方以外は記載しないでください。

４ ８００ ０００

１ ０００ ０００

２ １６０ ０００

７ ９６０ ０００

５ ０００ ０００

５ ０００ ０００

５ ０００ ０００

１５ ０００ ０００

４ ８００ ０００

５ ７５０ ０００

７ 1６０ ０００

１７ ７１０ ０００

５ ０００ ０００

２５０ ０００

５ ２５０ ０００

-
1

2
  -
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６

該当する方を○で囲んでください。

柳井太郎 株式会社

１

１

記

入

不

要

（２）種類別明細書（増加資産・全資産用）の記載例

「１．構築物」
「２．機械及び装置」
「３．船舶」
「４．航空機」
「５．車両及び運搬具」
「６．工具、器具及び備品」
の資産の種類に対応する数
字を記入してください。 1 事務所内装工事

アスフ ァ ル ト塗装1

パ ソ コ ン

応接セ ッ ト

エ ア コ ン

６

６

６

1

1

1

1

1

４ 26 １１

４ 26 １１

４ 24 8

４ 26 8

４ 24  9

資産を実際に取得した年月を記入してく
ださい。
年号は対応の数字を記入してください

「1 明治」 「2 大正」
「3 昭和」 「4 平成」

「5 令和」

１ ２００ ００

３ ６００ ００

２８０ ０００

１８０ ０００

１０

１０

４

８

６

記

入

不

要

当該資産の取得価額を記入してください。
取得価額とは、償却資産を取得するために支出した金額をいい
ます。（引取運賃、荷役費、運送保険料、関税、その他その償却資
産を事業の用に供するために直接要した費用を含む。）。

法人税法及び所得税法の規定による圧縮記帳については、償

却資産の評価上認められていませんので、当該圧縮額を含めた

実際の取得価額を記入してください。

減価償却資産の耐用年数等に関する省令別表第1から
別表第8まで（別表第3及び第4を除く）の耐用年数を記入
してください。
中古資産については、見積耐用年数によっている場合
は、その耐用年数を記入してください。

短縮耐用年数を適用している場合は、短縮された耐用

年数を記入してください（「耐用年数の短縮承認通知書」

の写しを添付してください。）

資産の取得について事由を

○で囲んでください。
1 新品取得
2 中古品取得
3 移動による受け入れ

同一企業内おいて資産
を移動させた場合の取
得年月は当初に取得し
た年月です。また、摘要
欄にその移動前の所在
地名を記入してください。

4 その他

摘要欄に理由を記入し

てください

７ ９６０ ０００

パ ソ コ ン

5 1 7 ７００ ０００

１ ０００ ０００ ４

平生町よ

り

６ 1

特例資産または非課

税資産がある場合は、そ

の適用条項を摘要欄に

記入してください。（例

法第349条の3第1項）

申告もれ

油 圧 プ レ ス 1 ４ 18 8 １ ０００ ０００ １５
省令改正によ

る変更

耐用年数が改正された資

産をお持ちの場合、耐用年

数が変更の旨をご記入くだ

さい。（例 省令改正による

変更）耐用年数が改正された資

産の場合、改正後の耐用

年数を記入してください。

２
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（３）種類別明細書（減少資産用）の記載例

６

２ 旋盤 １ ３ 5 5  1 2 ５ 000 000 ９ 5 6

５ 250 000

「１．構築物」
「２．機械及び装置」
「３．船舶」
「４．航空機」
「５．車両及び運搬具」
「６．工具、器具及び備品」
の資産の種類に対応する数字
を記入してください。

柳井太郎 株式会社

1

1

当該償却資産が減少した事由とその区分について、該当する
ものの番号をそれぞれ○で囲んでください。
当該資産が減少した事由について、「１．売却」にあってはその
売却先の名称を、「２．滅失」にあってはその滅失の理由等を、
「３．移動」にあってはその受け入れ先の所在地を、「４．その他」
にあってはその減少の事由等を摘要欄に記入してください。

減少区分が「２．一部」に該当する場合に

は摘要欄に例のように記入してください。

（例）当初取得価額50万円（数量10）のうち
25万円（数量5）分減少

6 事務机 ５ ３ 5 5  1 2 ２５0 000 1５ 5 6
当初取得価額50万円（数量１０）
のうち25万円（数量５）分減少

申告済資産が売却・滅失等の理由で、減少した場合は、

種類別明細（減少資産用）で申告してください。
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-


